
（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （方式） （導入・契約（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

南魚沼市 下水道事業 公共下水道 －

● ● ●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年

検討中 ●

単独公共下水道の処理場を流域下水道
に統合することに関し、管渠ルート及びポ
ンプ場等の整備や維持管理に係る概算費
用、必要となる手続き等の調査を実施して
いる。また、令和2年度から県と統合に向
けた具体的な協議を行っている。

接続管渠のルート選定等を実施中であるが、管渠整備に係る費用については、詳細
設計により、金額が大きく変動する可能性があったり接続先の処理場のキャパシ
ティーが足りなくなるため、施設の増設が必要になることから費用面に懸念がある。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ●
上下水道料金の徴収、開閉栓及び窓口
受付等について、民間活用により休日営
業や平日営業延長などによる市民サービ
スの向上と収納率の向上を図ることがで
きた。また、平成31年4月から大和クリー
ンセンターの維持管理に係る包括的民間
委託を開始し、10業務23契約を1つの契約
としたことで契約事務を削減。年間約200
万円の経費節減となっている。

・上下水道料金徴収委託
窓口、検針、調定及び更正、収納・滞納
整理、精算、開閉栓、給水停止、電算処
理の各業務を委託
・大和クリーンセンター維持管理業務委
託
緑地管理、雪囲い、水質検査、電気保
安、消防設備点検等実施予定 年 月 日

検討中

平成

27 8 1

取組事項 民間活用（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式の活用）

実施済
BTO方式 公共施設等

運営権方式
（コンセッ
ション方式）

BOT方式

BOO方式

検討中 ●

既存の事業を持続可能な形に変態させな
がら維持していく行為（事業企画～施設再
構築～運営管理）を民間事業者が一体的
に担うスキームを構築し、そのメリットや導
入効果を明らかにするとともに、実現に向
けてのロードマップを明らかにする。

事業化が可能かどうか含め、コンサルに調査委託をしている。
国土交通省が主催している「PPP/PFI事業の促進に向けた検討会」に出席、または
検討会の資料で情報を収集している。

年 月 日DBO方式 その他

港湾運営
会社制度

実施予定
DB方式

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （方式） （導入・契約（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

南魚沼市 下水道事業 特定環境保全公共下水道 ー

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合
各処理場の設備機器更新費用と接続管渠費
用等の比較を行った結果、統合したほうが安
価であるという検討結果により、農業集落排
水の11処理区のうち10処理区について、特定
環境保全公共下水道（流域下水）に統合す
る。令和2年度末現在で六日町地域3処理区、
大和地域2処理区について統合が完了してお
り、残り5処理区については令和4年9月末まで
に完了予定。処理場の管理が不要になること
から維持管理委託費が減となる。また、処理
場が減ることで災害時の対応がしやすくなる。

令和

● ● ●

月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

●

4 9 30
処理場廃止あり 処理場廃止なし

   ●

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

 ● 年

実施予定 ●

検討中

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ●
上下水道料金の徴収、開閉栓及び窓口
受付等について、民間活用により休日営
業や平日営業延長などによる市民サービ
スの向上と収納率の向上を図ることがで
きた。また、平成31年4月から大和クリー
ンセンターの維持管理に係る包括的民間
委託を開始し、10業務23契約を1つの契
約としたことで契約事務を削減。年間約
200万円の経費節減となっている。

・上下水道料金徴収委託
窓口、検針、調定及び更正、収納・滞納
整理、精算、開閉栓、電算処理の各業
務を委託
・大和クリーンセンター維持管理業務委
託
緑地管理、雪囲い、水質検査、電気保
安、消防設備点検等実施予定 年 月 日

検討中

平成

27 8 1

取組事項 民間活用（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式の活用）

実施済
BTO方式 公共施設等

運営権方式
（コンセッ
ション方式）

BOT方式

BOO方式

検討中 ●

既存の事業を持続可能な形に変態させな
がら維持していく行為（事業企画～施設再
構築～運営管理）を民間事業者が一体的
に担うスキームを構築し、そのメリットや導
入効果を明らかにするとともに、実現に向
けてのロードマップを明らかにする。

事業化が可能かどうかを含め、コンサルに調査委託をしている。
国土交通省が主催している「PPP/PFI事業の促進に向けた検討会」に出席、または
検討会の資料で情報を収集している。

年 月 日DBO方式 その他

港湾運営
会社制度

実施予定
DB方式

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （方式） （導入・契約（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

南魚沼市 下水道事業 農業集落排水施設 ー

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用 現行の経営

体制を継続指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合 各処理場の設備機器更新費用と接続管渠費
用等の比較を行った結果、統合したほうが安
価であるという検討結果により、農業集落排
水の11処理区のうち10処理区について、特定
環境保全公共下水道（流域下水）に統合す
る。令和2年度末現在で六日町地域3処理区、
大和地域2処理区について統合が完了してお
り、残り5処理区については令和4年9月末まで
にに完了予定。使用しなくなった処理場の維
持管理委託費減となる。

令和

● ● ●

月 日

公共下水･流域下
水の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水と
の統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

●

4 9 30
処理場廃止あり 処理場廃止なし

●

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

● 年

実施予定 ●

検討中

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

実施済 ●
上下水道料金の徴収、開閉栓及び窓口
受付等について、民間活用により休日営
業や平日営業延長などによる市民サービ
スの向上と収納率の向上を図ることがで
きた。

上下水道料金徴収委託
窓口、検針、調定及び更正、収納・滞納
整理、精算、開閉栓、電算処理の各業
務を委託

実施予定 年 月 日

検討中

平成

27 8 1

取組事項 民間活用（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式の活用）

実施済
BTO方式 公共施設等

運営権方式
（コンセッ
ション方式）

BOT方式

BOO方式

検討中 ●

既存の事業を持続可能な形に変態させな
がら維持していく行為（事業企画～施設再
構築～運営管理）を民間事業者が一体的
に担うスキームを構築し、そのメリットや導
入効果を明らかにするとともに、実現に向
けてのロードマップを明らかにする。

事業化が可能かどうか含め、コンサルに調査委託をしている。
国土交通省が主催している「PPP/PFI事業の促進に向けた検討会」に出席、または
検討会の資料で情報を収集している。

年 月 日DBO方式 その他

港湾運営
会社制度

実施予定
DB方式

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （方式） （導入・契約（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

南魚沼市 下水道事業 特定地域排水処理施設 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

平成

● ●

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

取組事項 民間活用（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式の活用）

27 8 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●
上下水道料金の徴収、開閉栓及び窓口
受付等について、民間活用により休日営
業や平日営業延長などによる市民サービ
スの向上と収納率の向上を図ることがで
きた。

上下水道料金徴収委託
窓口、検針、調定及び更正、収納・滞納
整理、精算、開閉栓、電算処理の各業務
を委託

検討中

実施済
BTO方式

BOT方式

BOO方式

公共施設等
運営権方式
（コンセッ
ション方式）

港湾運営
会社制度

検討中 ●

既存の事業を持続可能な形に変態させな
がら維持していく行為（事業企画～施設再
構築～運営管理）を民間事業者が一体的
に担うスキームを構築し、そのメリットや導
入効果を明らかにするとともに、実現に向
けてのロードマップを明らかにする。

事業化が可能かどうか含め、コンサルに調査委託をしている。
国土交通省が主催している「PPP/PFI事業の促進に向けた検討会」に出席、または検
討会の資料で情報を収集している。

月 日DBO方式 その他
実施予定

DB方式

年

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要及び効果） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要及び効果） （方式） （導入・契約（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

南魚沼市 下水道事業 個別排水処理施設 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

平成

● ●

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

取組事項 民間活用（ＰＰＰ/ＰＦＩ方式の活用）

27 8 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●
上下水道料金の徴収、開閉栓及び窓口
受付等について、民間活用により休日営
業や平日営業延長などによる市民サービ
スの向上と収納率の向上を図ることがで
きた。

上下水道料金徴収委託
窓口、検針、調定及び更正、収納・滞納
整理、精算、開閉栓、電算処理の各業務
を委託

検討中

実施済
BTO方式

BOT方式

BOO方式

公共施設等
運営権方式
（コンセッ
ション方式）

港湾運営
会社制度

検討中 ●

既存の事業を持続可能な形に変態させな
がら維持していく行為（事業企画～施設再
構築～運営管理）を民間事業者が一体的
に担うスキームを構築し、そのメリットや導
入効果を明らかにするとともに、実現に向
けてのロードマップを明らかにする。

事業化が可能かどうか含め、コンサルに調査委託をしている。
国土交通省が主催している「PPP/PFI事業の促進に向けた検討会」に出席、または検
討会の資料で情報を収集している。

月 日DBO方式 その他
実施予定

DB方式

年

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


